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令和６年度予算
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公共事業関係費（政府全体）の推移
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※出典：国土交通省 令和6年度予算の概要資料
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中国地方整備局の令和６年度予算
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《予算の規模》
総事業費 ５，１５７億円（前年比１．０２倍）

直轄事業費 １，８０８億円（前年比０．９７倍）
補助事業費 ３，３４９億円（前年比１．０４倍）
※補助事業費は社会資本総合整備を含む

※計数はそれぞれ四捨五入しているため、直轄・補助の合計額は総事業費と一致しない。
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直轄事業

補助事業

社会資本総合整備

（交付金）

1,881億円
（36%）

1,808億円
（35%）

1,468億円
（28%）

総額 ５，１５７億円

（１）令和６年度国土交通省関係予算では、「国民の安全・安心の確
保」、「持続的な経済成長の実現」、「個性をいかした地域づくり
と分散型国づくり」を３本柱として、令和５年度補正予算と合わせ
て切れ目なく取組を進めることとしている。

（２）また、社会資本整備については未来への投資であり、ストック効
果の最大化に取り組みつつ、既存施設の計画的な維持管理・更新・
利活用を図りながら、上記の３本柱の実現に資する波及効果の大き
なプロジェクト等を戦略的かつ計画的に展開していく必要がある。

（３）以上のような点を踏まえ、一般公共事業等予算の配分に当たっ
ては、

・気候変動による水害や土砂災害の激甚化に対抗する「流域治水」
の加速化・強化

・インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスの
実現

・地域における総合的な防災・減災対策、老朽化対策等に対する集
中的支援（防災・安全交付金）

・効率的な物流ネットワークの早期整備・活用
・国際バルク戦略港湾等の機能強化
・成長の基盤となる社会資本整備の総合的支援（社会資本整備総合
交付金）

・コンパクトでゆとりとにぎわいのあるまちづくりの推進
・多様な世帯が安心して暮らせる住宅セーフティネット機能の強化

などについて、地域の実情や要望、事業の必要性や緊急性に基づき
配分を行う。

《配分方針》

上下水道
0.2%（2億円）

水道
0.3%（4億円）
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中国地方整備局の予算推移

5

(359)(374)

(360)

(350)

(468) (514)(436)

(840)

(392)

(830)

３ヵ年緊急対策 ５ヵ年加速化対策

３か年緊急対策

５か年加速化対策

(512)

(736)

令和６年度国土交通省関係予算では、「国民の安全・安心の確保」、「持続的な経済成長の実現」、「個性をいかした
地域づくりと分散型国づくり」を３本柱として、令和５年度補正予算と合わせて切れ目なく取組を進めることとしてい
る。

※社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金は配分国費をもとにした推計値である。
※補正額は「ゼロ国債」を含まない。
※当初額には以下の金額を含む。

H20：地方道路整備臨時交付金 H21：地域活力基盤創造交付金 H22：経済危機対応･地域活性化予備費 H24：経済危機対応･地域活性化予備費

H30:道路関係保留解除、平成30年度7月豪雨関係予備費、高能率貨物取扱支援施設整備事業 R1：高能率貨物取扱支援施設整備事業

(703)

(504)
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新規工事発注見通し

R5 R6

令和６年度 新規工事発注見通し

○令和6年度の新規工事発注見通し（港湾空港部関係は除く）は、約4４０件を予定している。（公表済分）

件数

481
436

R5 R6

令和５・６年度発注見通し件数比較

R5
当初

R6
当初

出典：中国地方整備局記者発表資料
１．工事件数は「令和6年度早期発注見通し」「令和6年度発注見通しの公表について（令和6年度4月以降）」によるものである。

２．工事件数は、発表時点での見込み数であり、今後、工事件数が変更となる場合がある。
３．工種の「その他」には、造園、建築、木造建築、電気設備、暖冷房衛生、塗装、河川しゅんせつ、機械設備、通信設備、受変電設備を含んでいる。
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令和６年度 新規発注見通し（中国地方整備局 県別）

○令和6年度の新規工事発注見通し（港湾空港部関係は除く）は、約440件を予定している。（公表済分）

出典：中国地方整備局記者発表資料
１．工事件数は「令和6年度早期発注見通し」「令和6年度発注見通しの公表について

（令和6年度4月以降）」によるものである。
２．工事件数は、発表時点での見込み数であり、今後、工事件数が変更となる場合がある。
３．工種の「その他」には、河川しゅんせつ、造園、塗装、建築、木造建築、機械設備、

通信設備、電気設備、受変電設備、冷暖房衛生を含んでいる。
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中国地方整備局管内の主な事業
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秋里潮止堰改築千代川

用水路の事前水位低下による雨水貯留高梁川

マイタイムラインの作成支援太田川河道掘削佐波川

千代川
天神川日野川斐伊川

江の川

佐波川 小瀬川

太田川 芦田川
高梁川

旭川
吉井川

高津川

各水系の流域治水プロジェクト2.0〔主な取組内容（イメージ）〕

凡例：
氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
被害対象を減少させるための対策
被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

令和6年3月末時点の取り組み内容であり、今後変更されることがあります。

遊水池整備江の川

秋里潮止堰

米丸地区 遊水池整備（イメージ）

取水の中止・樋門の開放による水位調整状況

マイタイムラインの教材

防災担当者向けの情報発信やワー
クショップ、研修等での防災力向上

斐伊川

企業が主催する防災研修の様子

立地適正化計画における防災指針の作成芦田川

立地適正化区域図
（福山市）

河道掘削のイメージ

河道掘削範囲（気候変動考慮前）

河道掘削範囲（気候変動考慮後）

22K0

22K2

22K4
22K6

佐波川

○気候変動の影響による降水量の増大に対して、流域治水の取組を加速化・深化させるため、管内１３水系の流域治水プロジェクトについて、気候変
動を踏まえた河川及び流域での対策の方針を反映させた「流域治水プロジェクト２．０」に更新。

○「流域治水プロジェクト２．０」の主なポイントは、「気候変動による降雨量増加に伴う水害リスク（浸水世帯数等）の増大の明示」、「本川の整備に加え
て、まちづくりや内水対策等の流域対策の充実及び達成される目標を設定」、「設定した目標を達成するために必要な追加対策等の明示」。

中国地方の13の一級水系で「流域治水」による水災害対策を推進 事業推進
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真備緊急治水対策プロジェクト

○平成30年7月豪雨では、倉敷市真備町で約1,200ha、約4,600棟が浸水する甚大な被害が発生。

○再度災害防止に向け、国・県・市が一体となり、真備緊急治水対策プロジェクトを推進し、令和6年3月23日に完成式を迎えた。

○小田川合流点付替えなどのハード対策が竣工したことで、平成30年7月豪雨が再び発生した場合でも、家屋の浸水被害を解消。

ま び

完 成

柳井原
貯水池

合流

合流

付替え前 付替え後
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真備緊急治水対策プロジェクト
ま び
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←江の川

←

北
溝
川

江の川

八戸ダム

土師ダム

灰塚ダム

庄原ダム

浜原ダム

目谷ダム

高暮ダム

沓ヶ原ダム

波積ダム
←

板
木
川

←

芋
面
川

板木ダム

みよしし

三次市

ごうつし

江津市

かわもとまち

川本町

みさとちょう

美郷町

あきたかたし

安芸高田市

しょうばらし

庄原市

おおなんちょう

邑南町

広島県

島根県

きたひろしまちょう

北広島町

治水とまちづくり連携計画
（江の川中下流域マスタープラン）

流出の抑制と浸水被害防止
（江の川上流特定都市河川指定

令和４年７月２５日）

田んぼダム

八神地区

田野地区 下大貫地区

上大貫地区

田津地区 川越地区

久料谷地区

谷地区 都賀西地区

←

馬
洗
川

ため池活用
浸水被害防止区域

の指定検討

貯留機能保全区域
の指定検討

雨水貯留施設
の整備

江の川水系 流域治水対策プロジェクトの推進

江の川

○江の川水系では、平成30年7月豪雨や令和2年7月豪雨、令和3年8月の大雨による洪水により甚大な被害が発生。
○江の川中・下流域においては、まちづくりと河川整備が一体となった『治水とまちづくり連携計画（江の川中下流域マスタープラン）』を策定（R4.3.30）、

各地区において地元住民と整備方針を協議・合意・決定することで、将来世代まで住み続けられる地域を目指す。
○江の川上流域においては特定都市河川指定（R4.7.25）を行い、流域水害対策計画を策定（R6.3.25）。ハード・ソフト一体の事前防災対策を加速し、

流域のあらゆる関係者が協働して一体的に取り組む「流域治水」をより一層推進する。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

 

瀬戸内海 

広島県 

島根県  

岡山県 

山口県 

江の川水系  

鳥取県  江の川 

日本海 

事業推進

谷地区

港地区

遊水地整備

凡例

1/10規模

1/30規模

1/50規模

計画規模

想定最大規模

凡例

堤防整備箇所（国）

河道掘削箇所（国）

堤防補強箇所（国）

整備箇所（県）

宅地嵩上げ等箇所

安全な地区へ移転

大臣管理区間

流域界

追加整備箇所
※【マスタープラン 第2版時点】

※

※

※
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広島西部山系・安芸南部山系砂防事業
ひろ しま せい ぶ

○広島西部山系（広島市、廿日市市、大竹市）では、平成11年の広島豪雨災害を契機に、土砂災害から人命や資産及び主要交通網などを保全する
ために平成13年度より直轄砂防事業に着手。

○平成30年7月豪雨災害では、広島県を中心に広域的な土砂災害が発生したことを受け、安芸南部山系を含めた範囲で特定緊急砂防事業として、
8地区にて32基(R6.3末21基完成)の砂防堰堤の整備を実施中。

○令和3年8月の大雨により土石流が発生した3地区では、6基（R6.3末1基完成）の砂防堰堤の整備を実施中。

◆令和３年８月の大雨による被害状況

◆砂防堰堤の整備状況（R3災害箇所）

広島県広島市安佐南区山本（土石流）
＜人的被害なし・一部損壊2軒＞

広島県広島市西区田方（土石流）
＜人的被害なし・全壊1軒、半壊2軒＞

広島市西区己斐上

広島市安佐南区山本

◆平成３０年７月豪雨災害箇所の砂防堰堤整備状況

呉市天応地区（背戸の川支川） 90d渓流

90f渓流

安芸郡坂町地区（総頭川・遊砂地）

あ き なん ぶ

90b渓流

特定緊急砂防事業：事業推進
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○ 樽床ダム等において、事前放流など既存ストックを最大限活用する計画を検討した上で、さらなる洪水調節機
能の増強が必要な場合には、ダムの整備について検討を進める。

太田川総合開発事業（治水機能増強検討調査に着手）

概要（主な検討対象）※

本事業では、既往最大の平成17年9月洪水に加え気候変動の影響を
踏まえた洪水に対して、被害の防止又は軽減策を検討する。

太田川での被災状況洪水

被災家屋：約486戸
氾濫面積：約130haH17年9月

被災家屋：約787戸
氾濫面積：約352haH30年7月

主な既往災害

○目的 ： 発電（中国電力（株））
○諸元 ： ダム高42.0m、総貯水容量20,600千m3

【樽床ダム（既設）】
たるとこ

事業の目的

太田川流域図

※ 詳細については、今後の調査・検討及び関係機関との協議により確定。

○場所： 広島県 山県郡 北広島町 及び 安芸太田町
やまがたぐん きたひろしまちょう あ き お お た ち ょ う

【H17.9洪水 安芸大橋 下流左岸付近】

お お た が わ

樽床ダム

太田川本川

太田川上流部の様子

新規着手

たるとこ
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中国地方における高規格幹線道路の整備状況

高規格幹線道路のミッシングリンク解消 ○中国地方における高規格幹線道路の整備率は約89％
山陰道の進捗率は全線で約58％。

R5新規事業化

三隅・長門道路(10.0km)

E9

E9

E9

E2A

E2A
E2A

E2A

E2A

E2A
E2A

E2
E2

E2

E2

E2E74

E74

E75
E76

E54

E54

E73

E73

E30

E29

E2

E9

ミッシングリンク

俵山・豊田道路

三隅・益田道路 出雲・湖陵道路
湖陵・多伎道路

北条道路

山陰道全体 221／約380km 約58%
うち鳥取県 75／ 89km 84%
うち島根県 126／約181km 約70%
うち山口県 20／約110km 約18%

山陰道の整備率

【鳥取県】北条道路

【島根県】出雲・湖陵道路、湖陵・多伎
道路、福光・浅利道路、三隅・益田道
路、益田道路（久城～高津）、益田西
道路、益田・田万川道路
【山口県】木与防災、大井・萩道路、
三隅・長門道路、俵山・豊田道路

山陰道：事業中箇所

※ R6.4.1時点

E9

R5新規事業化

益田道路
（久城～高津）

(2.8km)

R6年度開通予定

R8年度開通予定

大田・静間道路
静間・仁摩道路

R6.3.9開通

R7年度開通予定

15

至 鳥取市

至 松江市北条道路

至 松江市

至 萩市
三隅・益田道路 湖陵・多伎道路 至 浜田市

至 松江市

至 下関市

至 萩市俵山・豊田道路
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災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能強化対策

○中国地方では、有料暫定2車線区間 約196kmのうち、約58kmを事業化。

財政投融資を活用した４車線化等箇所（Ｈ３１～Ｒ４年度）９箇所：約５４．９ｋｍ

H31年度
坂北IC～呉IC
４車化（約12.2km）

R３年度
江府IC～溝口IC

（約3.4km）

暫定2車線区間の4車線化

※ R6.4.1 時点

尾道

H31年度
江府IC～溝口IC

付加車線 （約4.2km）

R3年度
安来IC～米子西IC

（約6.6km）

下関

2車線 2車線
（有料）（無料）

（無料）

6車線 4車線 4車線
（有料）（無料）

R4年度
大朝IC～旭IC

（約11.2km）

R4年度
溝口IC～米子IC

（約4.8km）

R3年度
賀陽IC～有漢IC（約4.5km）

＜参考（H28事業化区間）＞
賀陽地区（約2.0km）R3.2.26完成
高梁地区（約2.7km）R3.5.28完成

H31年度
有漢IC～北房JCT 付加車線（約3.3km）

＜参考（H28事業化区間）＞
有漢地区（約4.7km）

R3.9.10一部完成（約3.5km）
R5.8.9完成（約1.2km）

R2年度
蒜山IC～江府IC （約4.7km）

＜参考（H28事業化区間）＞
江府地区（約3.4km）R3.12.10完成

東出雲IC～安来IC
（約13km）

松江玉造IC～宍道JCT
（約11km）

三刀屋木次IC～宍道JCT
（約11km）

江津IC～江津西IC
（約5km）

瑞穂IC～旭IC
（約6km）

旭IC～金城SIC
（約6km）

優先整備区間における未事業化区間

財政投融資を活用した４車線化等箇所（Ｒ６年度）１箇所：約３ｋｍ

R6年度
松江玉造IC～宍道JCT

（約3.0km）

※R6年度新規

西瀬戸尾道IC～大三島IC
（16km）



道路事業の開通見通し、Ｒ６新規事業化

湖陵・多伎道路

静間・仁摩道路福光・浅利道路

三隅・益田道路

木与防災

俵山・豊田道路

こ り ょ う ・ た き

ふくみつ ・ あ さ り し ず ま ・ に ま

み す み ・ ま す だ

き よ ぼ う さ い

たわらやま・とよた

岩国・大竹道路
いわくに ・ おおたけ

安芸バイパス
あ き

福山道路
ふくやま

笠岡バイパス
かさおか 玉島・笠岡道路

(Ⅱ期)

たましま・かさおか

岡山環状南道路
おかやまかんじょうみなみ

津山南道路
つやまみなみ

北条道路
ほうじょう

鍵掛峠道路
かっかけとうげ

広島南道路
ひろしまみなみ

安芸津
バイパス

あきつ

総社・一宮バイパス
そうじゃ・いちのみや

西広島
バイパス

可部バイパス

東広島バイパス、

にしひろしま

ひがしひろしま

かべ

藤生長野
バイパス

ふじゅう ながの

志戸坂峠防災
し と さか

令和6年4月1日時点

大田・静間道路
お お だ ・ し ず ま

益田西道路
ま す だ に し

岡山西バイパス
おかやまにし

柳井・平生バイパス
やない・ひらお

（西長瀬～楢津）

にしながせ ならづ

13.5km

令和8（2026）年度※2

※1 大規模橋梁工事等が順調に進捗した場合
※2 用地買収・埋蔵文化財調査及び大規模橋梁工事・軟弱地盤対策工事等が順調に進捗した場合
※3 大規模橋梁工事・軟弱地盤対策工事等が順調に進捗した場合
※4 トンネル工事が順調に進捗した場合

4.4km4.5km

令和6（2024）年度

開通見通し

令和7（2025）年度※1

7.9km

5.0km

は
わ
い

大
栄
東
伯

出
雲湖

陵出
雲
湖
陵

大
田
中
央
・

三
瓶
山

大
田
静
間

仁
摩
・

石
見
銀
山

石
見
福
光

浅
利

6.5km

石
見
三
隅

遠
田

15.2km

9.1km

益田・田万川道路
ま す だ ・ た ま が わ

7.1km

11.1km

5.1km

大井・萩道路
お お い ・ はぎ

萩

須
子

俵
山
北

13.9km

2.2km

7.6km

海土路

山手

9.8km

2.3km

4.6km

7.7km

3.3km 7.6km

9.4km

令和7（2025）年度※3

令和6（2024）年度※1

2.9km 3.5km

0.7km6.7
km

1.9
km

1.7
km

2.3km

3.6km

令和7（2025）年度

富海拡幅
とのみ

2.9km

出雲・湖陵道路
い ず も ・ こ り ょ う

西条バイパス
（下三永～八本松）

さいじょう

9.2km

令和5年3月19日供用済

令和5年1月29日供用済

三隅・長門道路
10.0km

みすみ・ ながと

益田道路
（久城～高津）

ますだ

2.8km

令和7（2025）年度

令和7（2025）年度※3

鳥取県側
5.7km

令和7（2025）年度※4
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津ノ井バイパス
（広岡～西大路）

つのい

2.8km

R6新規事業化

台道・鋳銭司拡幅
だいどう すぜんじ

2.8km

R6新規事業化

コネクトパーキング岡山・早島
おかやま はやしまR6新規事業化

仁保局所渋滞対策

R6新規事業化

令和6年3月9日供用済

令和6年3月9日供用済

コネクトパーキング宮島

に ほ

みやじま



山陰道 出雲・湖陵道路、湖陵・多伎道路
い ず も こ り ょ う こ り ょ う た き

開通予定

○山陰道 出雲・湖陵道路、湖陵・多伎道路は、島根県の東西の連絡性の強化、災害発生時の代替路の確保等を目的とした自動車専用道路である。

○令和6年度の開通に向けて、改良工事、舗装工事、道路附属物設置工事等を推進する。

○国道９号沿線には、島根県内観光客数第一位である出雲大社をはじめ、国宝松江城や世界遺産石見銀山など多くの観光地が点在してる。

山陰道の整備により、高速道路がネットワーク化され、クルーズ船や空港利用者等の周遊観光促進が期待される。
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広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県

事業箇所 こりょう た き

湖陵・多伎道路

L=4.5km

道の駅キララ多伎

(県)多伎インター線

い ず も こりょう

出雲・湖陵道路

L=4.4kmし
ま

ね

い
ず

も

た

き

ち
ょ
う
く
む
ら

島
根
県
出
雲
市
多
伎
町
久
村

令和6年度
開通予定

令和6年度
開通予定

い ず も

出雲IC

こりょう

湖陵IC（仮称）

い ず も た き

出雲多伎IC

いずも

出雲市

し
ま

ね

い
ず

も

こ
り
ょ
う
ち
ょ
う
さ
ん
ぶ

島
根
県
出
雲
市
湖
陵
町
三
部

し
ま

ね

い
ず

も

ち

い
み
や
ち
ょ
う

島
根
県
出
雲
市
知
井
宮
町

お お だ あさやま

大田朝山IC

平成31年3月迄開通済

おおだ

大田市

至

松
江
市

至

浜
田
市

E9

E9

9

9
9

431た き あさやま あさやま おおだ

多伎・朝山道路、朝山・大田道路

L=15.3km

凡 例

事業中

開通済区間

一般国道（直轄）

一般国道（補助）

主要地方道

一般県道

【写真①】出雲・湖陵道路、湖陵・多伎道路

湖陵IC（仮称）付近の施工状況

いずも こりょう こりょう た き

こりょう

R6.2撮影

至 浜田市

至 松江市

R6.2撮影

至 浜田市

至 松江市

【写真②】湖陵・多伎道路出雲多伎IC付近の施工状況
こりょう た き いずも た き

N

9

E9

9

E9

54

米子鬼太郎
空港

おおだ しずま

大田・静間道路
延長5.0km

令和6年3月9日開通

しずま に ま

静間・仁摩道路
延長7.9km

令和6年3月9日開通

石見銀山
(22万人)

道の駅
ごいせ仁摩
(14.5万人)

まつえ

松江市

いずも

出雲市

やすぎ

安来市

おおだ

大田市

境港

玉造温泉
(41.4万人)

日御碕
(91.9万人)

出雲大社
(615.9万人)

三瓶山(59.8万人)

島根ワイナリー
(32.5万人)

いずも こりょう

出雲・湖陵道路
延長4.4km

令和6年度
開通予定

こりょう た き

湖陵・多伎道路
延長4.5km

令和6年度
開通予定

E54

54

山陰道の開通により
高速道路ネットワークが

大田方面に拡大

E9

出雲縁結び
空港

松江城
(27.5万人)

道の駅

キララ多伎

(37.2万人)

9

世界遺産 石見銀山

【島根県市町村別観光入込客数】

松江市
約720万人

28%

出雲市
約1,050万人

40%

大田市
約113万人

4%

その他
約2,595万人

28%

【出雲大社から石見銀山までの所要時間】

至

浜
田
市

至

鳥
取
市

※R4島根県観光動態調査結果

整備前：約６７分 ⇒ 整備後：約６３分
（約４分短縮）

※整備前：R3全国道路・街路交通情勢調査の混雑時旅行速度より算出
山陰道大田～仁摩をV＝70ｋｍ/ｈとして算出

※整備後：山陰道出雲～多伎・大田～仁摩をV＝70ｋｍ/ｈとして算出

いずも こりょう こりょう た き



一般国道１８０号 岡山環状南道路
おかやまかんじょうみなみ

開通予定

○一般国道１８０号 岡山環状南道路は、岡山市内の交通混雑の緩和、交通安全の確保及び沿道環境の改善等を目的とした道路である。

○令和6年度の開通に向けて、改良工事、橋梁上部工事、舗装工事、道路附属物設置工事等を推進する。

○岡山環状南道路周辺は、笹ヶ瀬川流域であることから岡山市の洪水浸水想定区域に指定されている。

当該事業は盛土構造であり、浸水等に強い構造になっているため、周辺道路と一体となり幹線道路ネットワーク機能の確保が期待される。
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ささが せ がわ

大樋橋西詰古新田

妹尾西

米倉 青江

笹ヶ瀬橋

芳泉高校入口

主要渋滞箇所

令和6年度
開通予定※

せのおにし

こしんでん おおひばしにし

よねぐら あおえ

ささがせばし

ほうせんこうこういりぐち

至
大
阪

至
広
島

【写真①】 東畦地区 施工状況
ひがしうね

至 国道2号

至 国道30号R6.2撮影

至
広
島

出典：国土数値情報 浸水想定区域（想定最大規模）
岡山市洪水・土砂ハザードマップ（避難所）

2

2

市道藤田浦安南町線

岡
山
西
バ
イ
パ
ス

お
か
や
ま
に
し

岡
山
環
状
南
道
路

お
か
や
ま
か
ん
じ
ょ
う
み
な
み

ふ じ た う ら や す み な み ま ち

180

至
大
阪

至 玉野市

岡山市が開設する
避難場所兼避難所

避難場所

避難施設

洪水浸水時の代
替路を形成

事業区間周辺は
0.5～3mの浸水が想定

0～0.5m未満
0.5～3m未満
3～5m未満
5～10m未満
10m以上

浸水深

▼洪水浸水深
（約1.2 m）

広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県

事業箇所

おかやまかんじょうみなみ

おかやまかんじょうみなみ



一般国道２９号 津ノ井バイパス（広岡～西大路）
つ の い ひろおか にし おお ろ

20

新規着手

○津ノ井バイパス周辺には、複数の工業団地が立地しており、電気機械メーカーをはじめとして、多数の企業が進出している。

○津ノ井バイパス（広岡～西大路）の整備により、交通混雑が緩和し、物流の円滑化が図られ、地域産業の活性化が期待される。

○令和6年度は調査設計に着手予定。

つ の い

つ の い ひろおか にし おおろ

広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県

事業箇所

写真２ 南栄町交差点の混雑状況

至 兵庫

至 鳥取市街

至 鳥取市街

至 兵庫

写真１ 西大路交差点の混雑状況

53

津ノ井
ニュータウン

南栄町交差点

津ノ井交差点

にしおおろ

なんえいちょう

つのい

至

兵
庫

若葉台交差点
わかばだい

至 岡山

八
頭
町29

西大路交差点

主要地方道

事業中

直轄国道

凡 例

一般県道

主要渋滞箇所2車線

4車線

凡 例（直轄国道）

鳥
取
県
鳥
取
市
西
大
路

と
っ
と
り

と
っ
と
り

に
し
お
お
ろ

L=2.8km

津ノ井バイパス（広岡～西大路）
つ の い ひろおか にしおおろ

鳥
取
県
鳥
取
市
広
岡

と
っ
と
り

と
っ
と
り

ひ
ろ
お
か

（起
）

（終
）

鳥
取
市至

鳥
取
市
街

53

至

鳥
取
市
街



○仁保局所渋滞対策は、一般国道２号 仁保地区における仁保ＩＣ方面ランプ部の２車線拡幅により、本線直進車両の阻害を解消し、渋滞の緩和・解消

を図る事業である。

○当該事業により、道路ネットワークのパフォーマンスを発揮し、一般国道２号のサービスレベルが向上することが期待される。

○令和6年度は調査設計に着手予定。

一般国道２号 仁保局所渋滞対策
に ほ

21

新規着手

に ほ に ほ

広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県

事業箇所

至

東
広
島
市

（起）広島県広島市南区仁保
ひろしま ひろしま みなみ に ほ

仁保局所渋滞対策
延長0.2km

広島市

仁保IC

２

に ほ

至 仁保ＪＣＴ

（終）広島県広島市南区仁保
ひろしま ひろしま みなみ に ほ

写真①

至 広島東ＩＣ至 廿日市市

※地理院地図（電子国土Web）を加工して使用

至 東広島市

至 仁保IC至 廿日市市

仁保IC方面への車両が
廿日市市方面への
直進車両を阻害

【写真①】一般国道２号の通勤時間帯の渋滞状況

に ほ

にほ

に ほ



一般国道２号 台道・鋳銭司拡幅
だ い ど う

22

新規着手

○山口・防府地域は、中国地方を代表する自動車完成工場や自動車製造関連企業をはじめとする多くの工場等が立地しており、国道２号を利用して

部品の輸送等が行われている。

○台道・鋳銭司拡幅の4車線化により主要企業間のアクセスが向上し、物流の効率化が図られ、地域の産業活動の支援が期待される。

○令和6年度は調査設計に着手予定。

やまぐち ほうふ

す ぜ ん じ

だいどう すぜんじ

広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県

事業箇所

【写真②】右折待ち車両の状況

至 下関市

至 岩国市

至 下関市

至 岩国市

【写真①】車線の絞り込みによる状況
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台道・鋳銭司拡幅

延長2.8km

高規格道路

直轄国道

4車線化事業中

主要地方道

一般県道

その他道路

対象区間

4車線以上 4車線未満

4車線以上 4車線未満

4車線未満

4車線未満



一般国道２号 コネクトパーキング岡山・早島
おかやま はやしま
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■機能イメージ ■中継輸送イメージ

ドライバーが交替する

ヘッドを交換する

貨物を積み替え

パターンＣ ： 貨物積み替え方式

パターンＢ ： トレーラー・トラクター方式

パターンＡ ： ドライバー交替方式

中継拠点で
貨物を

積み替える

中継拠点で
トレーラーの

ヘッド交換をする

中継拠点で
ドライバーが

車を乗り替えて
交替する

物流の2024年問題

・2024年度からトラックドライバーに時間外労

働の上限（休日を除く年960時間）規制※が

適用。
※ 違反すると企業に対し6カ月以下の懲役又は30万円以下の罰金

・荷待ち時間減少などの対策を行わなければ、

約14.2％（4.0億トン）の輸送能力が不足する

との試算もある。

（出典）持続可能な物流の実現に向けた検討会

新規着手

○2024年4月から「自動車運転業務における時間外労働時間の上限規制」が適用され、輸送能力の不足等の問題が発生する恐れ。

○一般国道2号コネクトパーキング岡山・早島は、物流関連車両の中継輸送拠点を整備することで、物流事業者の中継輸送の利用促進を支援し、

物流の効率化やトラックドライバーの労働環境の改善、更には新たな労働力の確保等、物流の2024年問題の対策の一助となることが期待される。

○令和6年度は調査設計に着手予定。

広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県

事業箇所

※今後、協議等により変更となる場合がある。

おかやま はやしま

※地理院地図（電子国土Web）を加工して使用
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広島港国際海上コンテナターミナル整備事業

廿日市地区

五日市地区 観音地区 吉島地区

出島地区

宇品地区

海田地区

仁保地区

広島港

中四国で最大水深
(14m)の国際海上コンテ
ナターミナルを有し地域経
済を支える物流拠点

事業推進
ひ ろ し ま

泊地（水深12m）
（0.7ha）

岸壁（水深12m）
（150m）

航路・泊地（水深12m）
（1.3ha）

荷役機械
（1基）

出島地区

広島県

島根県

事業箇所

広島県

【整備効果】 東南アジア航路就航に伴う効果

海上地盤改良工 ハイブリッドケーソン製作

○広島港は、背後に立地する自動車産業をはじめとする製造業の物流を支える拠点となっている。

○国際コンテナターミナルを有する出島地区において、令和4年度から岸壁延長の不足に対応したターミナル整備を行っており、中

国・韓国航路のコンテナ船の大型化や東南アジア航路の新規就航を可能とすることで、背後企業のサプライチェーンが強靱化さ

れ、国内外の生産拠点間の安定的な物流網の確保が図られる。
○また、自動車部品の他、産業機械、紙・パルプ、製造食品等の安定した取り扱いが可能となり、地域産業の振興が図られるととも

に、企業の更なる新規立地・投資の促進が期待される。
○令和６年度は、岸壁（水深12ｍ）の基礎工事および本体工事（ケーソン据付）、上部工事等を推進する。
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徳山下松港国際物流ターミナル整備事業
と く や ま く だ ま つ

事業推進

新南陽地区

徳山地区

下松地区

岸壁（水深14m）（延伸）
（整備中）

航路・泊地（水深12m）

航路・泊地（水深14m）
（整備中）

航路（水深14m）
（整備中）

岸壁（水深12m）（延伸）
（整備中）

桟橋（水深19m）
（整備中）臨港道路

※荷役機械
（整備中）ふ頭用地

（整備中）

しんなんよう

とくやま

くだまつ

○徳山下松港は、西日本に立地する火力発電所や鉄鋼、製紙、化学工業等で発電燃料に用いられる石炭の輸入拠点として重要

な役割を果たしており、国際バルク戦略港湾（石炭）に選定（平成23年5月）され、さらには「特定貨物輸入拠点港湾（石炭）」に指

定（平成30年2月）された。
○一方、石炭を輸入する企業が利用する既存ターミナルは、大型船に対応しておらず、積荷調整による非効率な輸送を余儀なくさ

れている。このため、平成28年度から下松地区、徳山地区および新南陽地区において、大型船に対応した岸壁等の整備を推進
している。

○本事業により、企業間連携による大型石炭運搬船を活用した共同輸送の進展への対応が可能となり、地域産業の安定・発展や
国際競争力の強化が図られるとともに、西日本地域の石炭輸入拠点となり、安定的かつ安価な輸送の実現や大規模災害時に
おける物資輸送機能の維持に寄与する。

○令和6年度は、下松地区桟橋（水深19m）の上部工事等を推進し、完了予定である。

広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県

事 業 箇 所

下松地区桟橋の施工（ジャケット据付）状況

下松地区の現況
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約8.5割

出典：内閣官房HP 国土強靱化ｰ予算･税制『令和５年度国土強靱化関係の補正予算案の概要』P2より
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強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法改正
（□=改正部分）

国土強靱化に関する施策の推進は、東日本大震災から得られた教訓を踏まえ、必要な事前防災及び減災その他迅速な復旧復興に資する施策
を総合的かつ計画的に実施することが重要であるとともに、国際競争力の向上に資することに鑑み、明確な目標の下に、大規模自然災害等から
の国民の生命、身体及び財産の保護並びに大規模自然災害等の国民生活及び国民経済に及ぼす影響の最小化に関連する分野について現状
の評価を行うこと等を通じて、当該施策を適切に策定し、これを国の計画に定めること等により、行われなければならないこと。

基本理念

国による施策の実施

※内閣総理大臣による関係行政機関の長に対する必要な勧告

国の他の計画

※国土強靱化に係る国の他の計画等の指針となるべきものとして、
国土強靱化基本計画を定めること。
○策定手続
◆ 案の作成（推進本部） ◆閣議決定
○記載事項

国土強靱化基本計画の策定

※国土強靱化に係る都道府県・市町村の他の計画等の指針となる
べきものとして、国土強靱化地域計画を定めることができる。
［ 都道府県・市町村が作成 ］

国土強靱化地域計画の策定

評価結果に
基づき策定

※ 国土強靱化基本計画の案の作成に当たり、推進本部が実施。

脆弱性評価の実施

都道府県・市町村の他の計画

指針となる

（国土強靱化基本計画を基本とする）

都道府県・市町村による施策の実施

脆弱性評価の
結果の検証

○政府において、以下の内容とする中期計画を定める。
① 計画期間
② 計画期間内に実施すべき施策の内容・目標

③ 施策の進捗状況、財政状況等を踏まえ、②のうちその推進が特
に必要となる施策の内容・事業規模

指
針

国土強靱化実施中期計画の策定

改正部分

その他
○国土強靱化推進会議の設置

〇(附則）施策の実施状況の評価の在り方の検討・必要と認めるときはその結果に基づいて所要の措置

※ 国土強靭化に関する施策の総合的・計画的推進のため、内閣に、国土強靱化推進本部を設置。
【本部長】内閣総理大臣 【副本部長】内閣官房長官,国土強靱化担当大臣,国土交通大臣 【本部員】他の国務大臣

※ 本部は、関係行政機関の長等に対し、資料提出その他の必要な協力を求めることができる。

国土強靱化推進本部の設置

改正部分

※内閣官房国土強靭化推進室資料を元に、国土交通省作成
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※KPI：重要業績評価指標。
５か年加速化対策では対策ごとに中長期の目標を設定し進捗管理を行っている。

基本計画

実施中期計画
（骨子案一１） 計画期間内において国土強靱化に関し

実施すべき施策の内容及び目標（ ）
（骨子案一２②）

（
骨
子
案
一
２
①
）

計
画
期
間

国土強靱化に関し実施すべき施策の進捗状況、財政状況等を踏
まえ、その推進が (骨子案一２③)

現行の５か年加速化対策に相当

実施中期計画の実施に関し必要な事項（骨子案 一２④）

基本計画

改正法案

基本計画

５か年加速化対策

基本計画

全て法律において根拠を規定基本計画のみ法律に根拠あり
現 行

法律に根拠なし

＝法律根拠あり ＝法律根拠なし

期

間

KPI(※
）追加的に必要となる事業規模 特に必要となる施策の

内容及びその事業の規模

計画期間内において国土強靱化に関し
実施すべき施策及び目標（ ）KPI

閣議決定
閣議決定

KPI

国土強靱化基本法改正案のポイント

背景
５か年加速化対策やKPIによる進捗管理で大きな効果 → これらは法律に根拠がなく、今後の継続性に不安の声

改正のポイント
○国土強靱化実施中期計画の策定
→ 政府において、以下を内容とする中期計画を定める。
① 計画期間 ② 計画期間内に実施すべき施策の内容・目標
③ 施策の進捗状況、財政状況等を踏まえ、②のうちその推進が特に必要となる施策の内容・事業規模

※ 現行の５か年加速化対策と同様、追加的に上乗せする事業規模を定める
（ベースの施策については目標（KPI）で管理し事業規模は定めない）

○その他：国土強靱化推進会議の設置、国土強靱化推進本部の所掌事務の変更
（附則）施策の実施状況の評価の在り方の検討・必要と認めるときはその結果に基づいて所要の措置 28



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

建設業の生産性向上と働き方改革
による魅力向上
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建設業における時間外労働規制の見直し（働き方改革関連法）

30※ 発注者を含めた関係者で構成する協議会の設置など長時間労働是正に向けた必要な環境整備を推進

見直しの内容「働き方改革関連法」（平成30年６月成立）従来の規制

≪同左≫≪労働基準法で法定≫

（１） １日８時間・１週間 40時間

（２） 36協定を結んだ場合、協定で定めた
時間まで時間外労働可能

（３） 災害その他、避けることができない事
由により臨時の必要がある場合には、
労働時間の延長が可能（労基法３３条）

原則

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫

（１）・原則、月 45時間 かつ 年 360時間（月平均30時間）

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
① 年 720時間（月平均６０時間）
② 年 720時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも

上回ることの出来ない上限を設定
a.２～６ヶ月の平均でいずれも 80時間以内（休日出勤を含む）
b.単月 100時間未満（休日出勤を含む）
c.原則（月 45時間）を上回る月は年６回を上限

（２）建設業の取り扱い
・施行後５年間 従来の制度を適用（猶予期間）
・令和 ６年４月 一般則を適用（施行後５年以降）。

ただし、災害からの復旧・復興については、上記（１）②a.b.は適用
しない（※）が、将来的には一般則の適用を目指す。

※労基法３３条は事前に予測できない災害などに限定されているため、復旧・復興の場
合でも臨時の必要性がない場合は対象とならない

≪厚生労働大臣告示：強制力なし≫

（１） ・原則、月 45時間 かつ

年 360時間

・ ただし、臨時的で特別な事情がある

場合、延長に上限なし （年６か
月まで）（特別条項）

（２）・建設の事業は、（１）の適用を除外

３６協定
の限度

罰則：雇用主に
６か月以下の懲役

又は

３０万円以下の罰金



i-Construction と インフラDX

出典
「インフラ分野のDX
アクションプラン」
2022.3国交省
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「i-Construction」とは？

i-Construction ＝
『建設現場の生産性向上の取組』

～働き方改革～
【石井国交大臣会見（Ｈ２７.１１.２４）】

※「建設現場の生産性向上に向けて、測量・設計から、施工、さらに管理にいたる

全プロセスにおいて、情報化を前提とした新基準を来年度より導入する」

「これらの取り組みをi-Constructionと名付け、一人一人の生産性を向上させ、

企業の経営環境を改善し、建設現場に携わる人の賃金の水準の向上を図るなど

魅力ある建設現場を目指していきたい」

【i-Constructionの位置付け】
日本経済再生本部が設置した未来投資会議（議長 首相）において策定した「未来投資戦略」

に位置付け（平成28年9月12日第1回未来投資会議開催）
※日本経済再生本部…我が国経済の再生に向けて、経済財政諮問会議との連携の下、

必要な経済対策の実施や成長戦略の実現のための司令塔として
日本経済再生本部を設置 （官邸HPより）
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i-Construction ～建設現場の生産性向上～

○平成28年9月12日の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、
建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示された

○この目標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、測量にドローン等を投入し、施工、検査に至る建
設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設手法を導入
○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な人材を呼び込むことで人手不足も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅力ある現場に劇的に改善

【生産性向上イメージ】

平成28年9月12日未来投資会議の様子

ICTの土工への活用イメージ（ICT土工）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/suishinkaigo2018/infla/dai1/siryou4-2.pdf 33



建設分野での生産性の計測（直轄ICT工事を対象）

i-Construction推進コンソーシアム 第7回企画委員会2021.6.7 資料 34



2024（R6)_ i-Construction編 ＜２つの柱、9つの取組＞

目的

○ 2025（令和７）年度までに建設現場の生産性2割向上を
目指し、直轄及び自治体発注工事及び業務での、ICT活用
の実施拡大やBIM/CIM活用拡大等を図る。

２． BIM/CIM活用拡大

１． ＩＣＴ施工の拡大

① ICT活用工事の拡大
適用工種の拡大
発注方式の工夫 等

② 未経験企業へのICT活用工事の普及
インセンティブ（表彰、実績評価、ＩＣＴサポート制度）
普及啓発活動
人材育成の充実 等

③ 地方公共団体でのICT活用工事の拡大
目標設定とフォローアップ
講習会等の継続 等

④ 事業執行の効率化
施工管理効率化の検討 等

① BIM/CIM業務・工事での活用拡大
適用数の拡大と活用の高度化
サポート制度の整備
フロントローディングの検討
人材育成の充実 等

目的

○ 202４（令和６）年度からの労働基準法適用をふまえ、生
産性向上策と合わせ、建設業界全体の働き方を改革する
ため、工事・業務の平準化及び週休２日等の取組を実施
し、労働環境改善を図る。

３． 働き方改革

① 平準化の更なる促進
ロードマップに基づく確実な実施
発注者協議会等でのフォローアップ 等

② 週休２日の普及
発注者指定の継続
発注者協議会等でのフォローアップ 等

③ 工事書類の簡素化
マニュアル・手引きの周知
書類限定型工事検査の継続 等

④ ウィークリースタンスの徹底
工事・業務におけるウィークリースタンス徹底 等

柱 柱
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施工管理効率化の取り組み
＜砂防工事現場における4足歩行ロボットの活用＞

橋梁技術のデータ連携実装に関する取り組み
＜鋼橋での試行工事における効果検証＞次ページから、９つの取組を紹介



2024(R6)_ i-Construction編 ＜２つの柱９つの取組＞

○ ２０２４（令和６）年度は、２０の取組内容のうち、９つの取組内容については強化、拡大、高度化に取り組む。

柱 取組項目 R6_取組目標 取組内容 個別取組施策

適用工種の拡大等（継続） 適用工種拡大の検討

発注者指定拡大の検討

中国Light ICT

総合評価加点（活用証明書：企業・監理技術者・担当技術者、中国i-Con表彰継続）

ICTサポート制度

各県推進連絡会の強化

普及啓発活動の強化

企業TOPへのPRの継続

目標設定とフォローアップ（強化） 国と５県２市における共通目標設定とフォローアップ

施工データの見える化 施工管理効率化の検討

プレキャスト活用拡大 マニュアル整備による活用推進

BIM/CIM実作業手引きの活用・更新

BIM/CIM活用事例集の活用・更新

インセンティブ（成績評定における加点）

DS（Data-Sharing）の実施

BIM/CIMサポート制度の整備

中国インフラDXセンターを活用した人材育成の充実

フロントローディングの検討(3Dデータ受け渡し等）

早期段階からBIM/CIMを導入するモデル事業

平準化率90%以上

早期発注件数率30%以上

翌債・国債の活用

第4四半期：35%以下

早期発注件数率30%以上

翌債・国債の活用

発注者協議会でのフォローアップ

国と５県２市における共通目標設定とフォローアップ

週休２日実施率：１０0%

全工事を対象に実施

総合評価加点継続（証明書）

土木工事書類作成マニュアルの改定

管内会議での周知

共通仕様書拡充検討

全工事を対象に実施

検査の視点を作成・周知

業務のウィークリースタンス周知（継続）

工事のウィークリースタンス周知（継続）

受注者からの本局へのWeb報告
相談窓口の設定

受注者との意見交換会実施

推進連絡会における関係機関との情報共有・意見交換
活動計画に基づく普及活動(現場見学会・ICT講習会等)
中国インフラDXセンターを活用した人材育成の充実

工事ロードマップの徹底（継続）

ICTの活用拡大

直轄工事での活用拡大

未経験企業への普及

自治体工事での活用拡大

事業執行の効率化

発注方式の工夫（継続）

インセンティブ（継続）

働
き
方
改
革

直轄工事での実施率向上（継続）

平準化の促進

週休２日の促進

平準化

週休２日

マニュアル・手引きの周知（強化）

業務ロードマップの徹底（継続）

地方公共団体支援（拡大）

協議書類の縮減検討（継続）

書類限定型検査の継続

工事書類簡素化の推進工事書類の簡素化

ウィークリースタンスの徹底ウィークリースタンス

生
産
性
向
上

直轄業務・工事での活用拡大BIM/CIMの活用拡大

適用数の拡大と活用の高度化

BIM/CIM活用における課題解決（強化）
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【ＩＣＴ活用拡大】 ロードマップ

２０２５（R７）年
度

２０２４（R6）年度２０２３（R５）年度２０２２（R４）年度２０２１（R3）年度

ICT活用工事の拡大
（工種、発注方式）

ICT活用工事の拡大
（工種、発注方式）

ICT活用工事の拡大
（工種、発注方式）
小規模工種や準備工
への更なる拡大

ICT活用工事の拡大
（発注者指定等）
中国light ICTの拡大
ICT複数工種活用工事
の拡大

①直轄工事に
おけるICT活
用工事拡大

インセンティブの継続
サポート制度の継続
各県推進連絡会の強
化
普及啓発活動の強化
企業TOPへのPR継
続

インセンティブの継続
サポート制度の継続
各県推進連絡会の強
化継続
普及啓発活動の継続
企業TOPへのPR継
続

インセンティブの継続
サポート制度の継続
各県推進連絡会の強
化
普及啓発活動の継続
企業TOPへのPR実
施

ICT活用に係るインセ
ンティブの継続（表彰、
証明書）
ICTサポート制度の継
続
サポート事務所、各県
推進連絡会による啓発
セミナー、講習会

②未経験企業
へのICT活用
工事の普及

目標設定とフォロー
アップの強化
講習会等の継続
啓発活動の継続

部長会議での進捗管
理の継続
講習会等の継続
啓発活動の継続

部長会議での進捗管
理の継続
講習会等の継続
啓発活動の継続

部長会議での進捗管理
各県での講習会等
サポート事務所、各県
推進連絡会による啓発

③地方公共団
体でのICT活
用工事の拡大

施工データ見える化
プレキャスト活用拡大
の推進（マニュアル化）

遠隔臨場、WEB検査
の継続
プレキャスト活用に向
けた検討継続
UAV活用拡大等

遠隔臨場、WEB検査
の継続
プレキャスト活用に
向けた基準検討
UAV活用拡大等

遠隔臨場、WEB検査の
拡大
プレキャスト活用に向
けた状況整理
UAV活用拡大

④ICTを活用
した事業執行
の効率化

建設現場において２０２５（R７）年度までに生産性２割向上を目指し、ICT施工を拡大ICT活用目標

中国インフラDXセンター
を活用した人材育成

i-con・BIM/CIM研
修当の充実
ICT技術体験充実

【研修】
関係機関と連携し、適切
な役割分担

i-con育成・実践
UAV活用

【セミナー】
i-con体験・実践

【研修】
i-con育成継続
UAV操作継続

【セミナー】
i-con体験継続外

【研修】
i-con育成研修（CAD
等）→中止
UAV操縦

【セミナー】
i-con体験

人材育成

生
産
性
２
割
向
上

全
面
的
な

活
用

I
C
T
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
新規件数 34 15 18 26 22 11 4
累計件数 34 49 67 93 115 126 130

１ー①【ＩＣＴの活用工事の拡大】 ICT活用工事の取組状況

i-Construction推進計画により重点化
ICTサポート制度
中国インフラDX表彰（旧i-Construction表彰）

○ H28年度からICT土工の取組を開始。
○ これまで、推進計画に基づき、工種の追加及び発注方式の工夫、インセンティブ付与等の施策を展開。

R４年度末の実績は、合計で約８４％（土工：約９１％）の実施率となっており、施策効果が現れている。
これまでに地域企業１３０社がICT施工を経験。

■中国地方整備局発注工事のICT活用実績表 ■年度別_ICT経験企業数

■年度別_中国 Light ICT活用工事件数

一般土木Cランク

年度別 中国Light ICT土工工事 実施件数

実施 率 実施 率 実施 率 実施 率 実施 率 実施 率 実施 率

土工 68 48% 80 59% 58 44% 126 76% 199 90% 203 87% 135 91%

舗装 16 80% 4 33% 5 31% 35 49% 29 58% 41 80%

浚渫 1 100% 1 100% 18 100% 0 -

地盤改良 2 29% 14 93% 34 83% 10 83%

法面 13 68% 49 82% 27 68%

付帯構造物設置 5 83% 5 83%

舗装(修繕) 30 86% 15 71%

構造工（橋脚・橋台） 9 100%

合計 68 48% 96 62% 62 43% 134 71% 262 80% 368 83% 242 84%

R4R3
工種

H28 H29 H30 R1 R2

R1～

i-Construction推進連絡会の設置H29～

中国Light ICTH30～
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１ー① 【ＩＣＴの活用工事の拡大】 ICT活用工事の効果及び課題

○ 施工や管理に3次元データ等を活用するICT活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加、土工や舗装工などにおけ
る延べ作業時間が約3割縮減するなどの生産性向上効果が表れている。

○ 一方、地域を地盤とするC、D等級※の企業は、 ICT施工の経験割合は上昇しているが、自治体工事を含めた業界全体へ
の普及拡大が必要。

○ また、ICT活用工事の経験企業に対して、工事施工の様々な場面におけるICT技術の普段使いの定着や、施工データの
見える化による施工管理の効率化に向けた取組など、ICT活用の深化が必要。

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定。中国地整はDランクがない。

＜ICT施工の活用効果＞
＜ICT施工の経験企業の割合＞

39

延べ作業時間縮減効果(ICT土工）N=510

延べ作業時間縮減効果(ICT舗装）N=53

国土交通省本省作成資料



１ー① 【ＩＣＴ活用工事の拡大】 直轄工事での適用工種の拡大
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１ー② 【未経験企業へのＩＣＴ活用工事の普及】 発注方式の工夫

背景・目的
■ 自治体におけるICT活用工事の実施率はまだ低く、経験の少ない企業への展開が必要

● ＩＣＴ活用工事の「5要件」（①３次元測量、②設計データ作成、③ICT建機による施工、 ④出来形管理等の施工管理、⑤納品）の
中で、必ずしもＩＣＴ建機を使わずとも、「3次元データを活用で現場の省力化」が図られるツールも多種存在していることから、
④出来形管理等の施工管理を必須とし、その他を任意とする「中国 Light ICT」を策定（H30～）

● 管内自治体への普及に繋げるべく、直轄工事の一部で発注者指定方式での試行実施 （R元～）

● 積算要領に示すICT建設機械より規格の小さい小型ＩＣＴ建機による施工を実施した場合は、見積にて変更契約。

〔中国Light ICT （継続）〕
１．「５要件」のうち「④出来形管理等施工管理」を必須とし、その他（①、②、③、⑤）を任意 継続

２．作業土工（床堀）（施工者希望Ⅱ型、 ②設計データ作成、③ICT建機による施工、⑤納品を必須） 継続

３．路盤を含まない舗装工事で、③ICT建機以外の４要素を実施 継続

４．三次元起工測量のみの実施（R4～）

・ 成績、活用証明書、総合評価加点は中国LightICT準用。

・ 中国地方整備局におけるICT活用工事未経験企業に限定。
・ 上記のうち作業土工（床堀）と起工測量は出来形管理を実施しないため、共通仮設費及び現場管理費の補正対象外。

（土工量）

（全体工事費）
3億円2億円1億円0円

0m3

３千m3

施工者希望Ⅱ型

３万m3

発注者指定Ⅱ型

発注者指定Ⅰ型

【ICT土工】
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■ ICT活用工事 活用証明書発行
延べ ７８０社

１ー② 【未経験企業へのＩＣＴ活用工事の普及】 インセンティブ

【目的】
直轄工事におけるICT技術の活用実績を総合評価における加点項目とすることで
活用促進を図る

【取組内容】
ICT活用工事実績及び中国インフラDX表彰企業を対象に総合評価で加点（継続）

取り組み実績

■中国インフラDX表彰 R４: ３３企業表彰、R5：２５企業表彰
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１ー③ 【地方公共団体でのICT活用工事の拡大】 目標設定とフォローアップ

【目的】
・ICT活用工事を経験したことのない企業等への技術的支援、普及活動により活用拡大を図る
・ICT活用工事現場の見学会や勉強会を通じて、ICT活用への理解を促進し活用拡大を図る
・自治体の取組状況等を情報共有し中国ブロック全体の活用拡大を図る

【R6取組内容】
・ＩＣＴ施工等に関する支援を必要とする企業等が技術的なサポートを受けられる「中国ICTサポート制度」を

整備し、未経験企業等への支援をおこなうICT活用工事の普及を図る（継続）
・また登録企業のうち、ＩＣＴ活用未経験企業等への普及を積極的・協力的に担う 「中国ICTサポートトップ

ランナー」を選定し、整備局ともにＩＣＴ活用啓発等に取り組む（継続）
・各県に設置しているi-Con推進連絡会において関係機関が連携し現場見学会や勉強会を実施（継続）
・中国5県2市会議等を活用し、ICT活用工事の目標設定、取組状況等のフォローアップを実施（強化）

国と5県2市のR6共通目標を設定
⇒ 「一定規模以上の工事（土工）について発注者指定型のICT活用工事とすることを目指す」

取り組み実績
■ 中国ICTサポート

○公募による企業等の拡充
R2：42社 →R3:５１社 →R4:６５社 →R５：75社

R6.3.13時点

■中国ＩＣＴサポートトップランナー
○ICTトップランナー選定 各県1社以上：５社
○講師派遣 ４回 （Ｒ４年度末現在）

■各県i-Con推進連絡会
○ＩＣＴ活用現場見学会、勉強会等 R4：約２，３００人参加

■５県２市会議
○ブロック土木部長会議等におけるフォローアップ

普及拡大
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１ー④ 【事業執行の効率化】 ICT施工は次の段階へ

A
B

C
D



１－④【事業執行の効率化】 ICT施工StageⅡ 施工データ（見える化）の活用
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１ー④ 【事業執行の効率化】 プレキャスト工法選定マニュアル（案）

業界団体から担い手不足の観点及び工事履行段階におけるブロック工や型枠大工の
確保困難性から、建設現場の生産性向上に資する「コンクリート構造物のプレキャスト
化」に係る強い要望がある。
現状は、個別工事における比較検討において、経済性に劣るとの理由から、多くの現
場ではプレキャスト製品の採用に至っていない。

【背景】

【中国地整の内容】

評価項目 評価指標

1 イニシャルコスト 土木工事標準積算上の費用

2 施工への影響
WBGT値（厳重警戒28～31）におけ
る現地作業効率低下を評価

3 安全性向上 現地作業に伴う事故発生率を評価

4 工期・省人化
プレキャスト活用による施工日数短縮
効果を評価

5 メンテナンス費用
将来的（１００年間）に必要と想定さ
れる補修費用を評価

6 環境負荷低減
材料・製造・輸送・施工に関するプレ
キャストのCO2削減効果を評価

7 将来コストの低減
プレキャスト製品の規格標準化による
製造コスト低減を評価

8 設計費 設計業務標準積算上の費用

・令和６年３月２５日、『生産性向上に向けた
プレキャスト工法選定マニュアル（案）』を策
定を記者発表。
・構造物や寸法毎に８項目の貨幣価値を算出
し、総合的な経済性を比較し、対象を選定。

＜マニュアル概要＞
○対象構造物： ボックスカルバート、L型擁壁

○評価指標 ： イニシャルコスト以外の評価
項目を新たに設定し総合的
に評価する

○工法選定 ： 以下の条件の場合は優先的に
プレキャスト工法を採用する

・ボックスカルバート
(B5.0m×H5.0m以下)

・L型擁壁
(H3.0m以下)

＜評価指標＞ ＜工法選定＞

【導入状況】 イニシャルコスト以外の項目を評価指標としたマニュアルは、北陸地整、近畿地整・中国地整の３地整が
公表済み（令和６年３月時点）

46



１ー④ 【事業執行の効率化】 ICT施工StageⅡ 取組事例

47

機械やダンプの稼働状況をリアルタイムで把握し、土配管理の
見える化、安全管理の見える化を受発注者双方で確認し、土量
配分マネジメントに活用する事例 ※中国地整 松江国道 実施事例



２ー① 【BIM/CIMの活用拡大】 BIM/CIM活用状況

○ 令和４年度は、全ての詳細設計でBIM/CIM原則適用とし、引き続きBIM/CIM活用を推進
○ 令和５年度は、直轄土木業務・工事において、BIM/CIMを原則適用

■管内のBIM/CIM活用件数

■令和４年度BIM/CIM活用状況

令和４年度令和３年度

４６ 件３０ 件業 務

２７ 件１９ 件工 事

７３ 件４９ 件合 計

大規模構造物の予備・全ての詳細設計大規模構造物の予備・詳細設計BIM/CIM活用対象業務・工事
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■委員

委員長：広島大学大学院 半井 健一郎 教授
行 政：計10機関
業 界：計20団体

■主な意見と今後の対応

・BIM/CIM サポート制度については、必要という意見が多
数であるため、サポート制度を創設する。

・サポートにあたっては、「発注者向け情報」、「経験の無い企
業向け基本情報」、「ある程度経験のある企業向け最新情
報」といった対象者の分類を行うことが有効との意見があ
り、サポート制度創設時に検討する。

・インフラDXに関するニーズとして、人材育成メニューの充
実、情報共有の場の確保、BIM/CIMの好事例の整理など
が主な意見としてあり、今後DXの取り組みを推進していく
にあたり、これらの充実を図っていく。

・R5.7に暫定オープンした「中国インフラDX センター」に対
しては、現行の３D測量・AR・遠隔臨場の体験のほか、今後
は最新のデジタル技術の体験や見学会などへの期待が高く、
体験コンテンツや研修内容の充実を図っていく。

なからい

■中国地方生産性向上研究会の目的

中国地方においてデータとデジタル技術を活用し、社会経済状況
の変化に対応した社会資本整備や公共サービスを提供するととも
に建設現場の生産性向上を図る、インフラDXの取組について意
見交換を行う。
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②－１【BIM/CIMの活用拡大】 研究会＠サポート制度や人材育成の充実



本センターは、発注者（地公体を含む）や受注者がICTやBIM/CIMの活用に向けて必要な知識・技術を習得することを目的とし
た人材育成の拠点施設です。また、一般の方や学生など幅広い方に建設現場のＤＸ技術を見て・体験して頂ける施設です。

令和５年度より暫定運用開始
令和６年度より本運用
【R6取組内容】
・整備局及び自治体を対象とした研修（継続）
・中国インフラＤＸセンターをおけるデジタル

技術体験・研修等の充実

【ＤＸ体験】

【研修等】

【i-con研修ルーム】

国土交通省中国地方整備局中国技術事務所
〒736-0082 広島県広島市安芸区船越南 2-8-1
TEL：082-822-2340 FAX：082-823-1402
URL：https://www.cgr.mlit.go.jp/ctc/

3次元設計ソフトが使用出来る高性能パ
ソコンを用いて、BIM/CIMやICT施工など
の基礎知識、ソフトの操作技術などを習得
する研修等をおこないます。

建設現場の生産システム（調査・設計・施工・維持管理）において活用している
様々なＤＸ技術を体験することができます。

構造物フィールド

ICTフィールド

i-
C
o
n

研
修
ル
ー
ム

DXルームDXルーム
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２ー①【BIM/CIMの活用拡大】 人材育成の充実／中国インフラDXセンタ
ー



• 令和５年度からのBIM/CIM原則適用により、中小規模の企業を含め裾野を拡大

• 令和６年度から、より高度なデータ活用に向けた検討を実施。例えば、測量～管理に至る３次元データ
のシームレス化、鋼橋の設計～工場製作に至るデータ連携など

• 紙を前提とする制度からデジタル技術を前提とする効率的な制度への変革を目指す

建機の自動化・自律化

維持管理の高度化

出来形差分比較
CDE（共通データ環境）構築

完成イメージ

支障確認

多少 適用数

高

低

ああああ

デ
ー
タ
の
活
用
度
合

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
化
度
合

人の作業が主

コンピュータに

よる処理が主

R5原則適用で
適用数を拡大

PTでの検討により
使い方の標準化を図る

R6以降は高度なデータ
活用を目指し拡大 デジタル技術を

前提とする変革へ

順次拡大を図る

①

②

③

④
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２－①【BIM/CIMの活用拡大】 フロントローディングの検討



３－①【働き方改革】 平準化の更なる促進

【目的】
・年度内の工事・業務量の偏りが生じないよう施工時期を

平準化し、工事従事者の処遇改善や人材・資材・機材等
の効率的な活用を図る

・自治体の取組促進を図る

【R6取組内容】
・国債、繰越制度等を活用した適切な工期設定（継続）

R6目標 工事平準化率 ： ９０％
業務平準化率 ： 35％

・発注者協議会や中国5県2市会議における目標設定、
取組状況等のフォローアップを実施（継続）

取り組み実績

施工時期・履行期限の平準化

■施工時期・履行期限の平準化
○工事 R4:９２％ （R4目標９０％）
○業務 R4:４９％ （R4目標４２％）

※工事平準化率＝

※業務平準化率＝

■自治体の取組促進
○発注者協議会・ブロック土木部長会議等に

おけるフォローアップ

【平準化イメージ】

平準化

4～6月の月あたり工事平均稼動件数
年度全体の月あたり工事平均稼動件数

第4四半期（1～3月）に完了する業務件数
年度全体の業務稼動件数
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３－②【働き方改革】 週休2日の普及＜直轄工事R6～「質の向上」へ＞

53

発注者指定 週休２日（４週８休）

受注者希望 週休２日

■取り組み方針
○他産業と遜色ない休日取得ができる現場の実現に取り組む
○Ｒ５年度までに工期全体（通期）の週休２日が標準化されたことから、Ｒ６年度より月単位の週休２日を推進
○休日の質の向上のさらなる推進のため、土日を休日とする週休２日の実施に努めることを土木工事共通仕様書に
規定するとともに、実施した企業には工事成績評定で加点

本官工事

分任官工事

発注者指定 完全週休２日（土日祝日閉所）

発注者指定
週休２日（４週８休）

受注者希望

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

原則月単位の
週休２日
（受注者希望）

R7年度～

月単位の週休２日工事の発注方針（イメージ案）

R6年度の状況を踏まえ、
月単位の週休２日
（発注者指定）を目指す

※原則の対象外：緊急復旧工事を想定

※R6年度は、工事成績評定にて、
完全週休２日（土日）実施工事の加点

R6年度の状況を踏まえ、
完全週休２日（土日）を目指す

原則月単位の
週休２日
（発注者指定）

※R6年度は、工事成績評定にて、
完全週休２日（土日）実施工事の加点



・準備・後片付け、施工に必要な実日数、休日や天候等の不稼働日数等を適切に見込んだ工期設定（継続）
R6目標 週休2日達成率： １００％

・発注者協議会や中国5県2市会議における目標設定、取組状況等のフォローアップを実施（継続）
国と5県2市において、R6共通目標を設定

⇒ 「全ての土木工事（災害復旧等を除く）について発注者指定型の週休2日対象工事とすることを目指す」一斉閉所の呼びかけ
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３－②【働き方改革】 週休2日の普及 ＜中国地方の取組＞

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県
第２、第４土曜日 第２、第４土曜日 第２、第４土曜日 月１回以上土曜日 第２、第４土曜日

第２、第４土曜日 第２、第４土曜日 第２、第４土曜日 月２回以上土曜日 毎週

国交省
（港湾除く）

事務所 松国、出雲、浜田 事務（管理）所 事務（管理）所 山口、山陰西部

農水省 －
宍道湖西岸農地整備事業所

島根森林管理署
事務（業）所 事務（業）所 南周防農地整備事務所

県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県
市町村 市町村 市町村 市町村 市町 市町
NEXCO

鳥取県建設業協会 島根県建設業協会 岡山県建設業協会 広島県建設工業協会 山口県建設業協会
島根県建設産業団体連合会 広島県建設業協会連合会

R5年度取組み

R6年度取組み

協力
団体

西日本高速道路株式会社中国支社

地元協会

地区協会 日本建設業協会連合会中国支部、日本道路建設業協会中国支部、日本橋梁建設協会、日本プレストレスト・コンクリート建設業協会中国支部

（継続） （継続） （継続） （継続） （拡大）

【R6取組内容】



３－③【働き方改革】 工事書類の簡素化

55

Ｒ６年４月から時間外労働規制が建設業に適用されることを踏まえ、受注者（特に現場技術者）を対象に
工事関係書類の削減に向けた５つの支援メニューを実施

「工事書類スリム化のポイント」の横展開 「書類限定検査」 （44→10種類）の原則化

『２０２４働き方改革対応相談窓口（仮称）』の設置について

工事関係書類の標準様式の展開

○「工事書類スリム化のポ
イント」等を盛り込んだ、
ガイドライン・リーフレッ
ト等を作成し、受発注者の
隅々まで展開

○完成工事における工
事検査書類を４４種類
から１０種類に限定す
る工事を“原則、実施”
することとし、「書類
限定検査」として標準
化

○国交省標準様式をＨＰで公表
○都道府県・政令市との会議等を通じ、地域の実情を配慮した対応が図られるよう、九州沖縄
ブロックの好事例の周知等、情報提供を行う

○各地方整備局のHP等に受注
者等からの各種相談窓口
『２０２４働き方改革対応
相談窓口（仮称）』を設置

（Ｒ４実績調査）

書類関係業務の積算計上

○工事実施に必要な書類関係業務の外注に要する経費
等を令和５年度諸経費動向調査において調査項目に明
示的に新設し調査した上で、積算の更なる適正化を推
進

直轄
工事
での
取組

自治
体と
の連
携

各地整の2024働き方改革対応相談窓口（仮称）一覧（イメージ）

名称 担当課 電話番号 URL
北海道 ●●相談窓口 ●●部●●課 ●●-●●● https://www.～
東北 2024働き方改革相談窓口 ・・・ ・・・ https://www.～
関東 ●●ホットライン ・・・ ・・・ https://www.～
北陸 ・・・ ・・・ ・・・ https://www.～
中部 ・・・ ・・・ ・・・ https://www.～
近畿 ・・・ ・・・ ・・・ https://www.～
中国 ・・・ ・・・ ・・・ https://www.～
四国 ・・・ ・・・ ・・・ https://www.～
九州 ・・・ ・・・ ・・・ https://www.～

地整
相談窓口

令和５年度 秋季 九州沖縄ブロック土木部長等会議

書類限定検査

書類限定検査のイメージ



３－③【働き方改革】 工事書類の簡素化／スリム化の手引き

■土木工事書類作成マニュアル ■土木工事書類スリム化の手引き

■手引きのポイント

①原則電子化とASPの活用

②書類作成の役割分担を明確化

③遠隔臨場を活用し、効率的な施工管理

④書類限定検査の原則適用

⑤作成・提出不要な書類の明確化

①契約図書上必要のない書類は作成しな
いことを明記
②発注者、受注者のどちらが作成すべき
書類か明記
③工事関係書類の作成様式（様式番号）
を記載
④工事検査時に確認する資料を記載
⑤施工体制台帳の作成に当たっての留意
事項（Q＆A等）を記載
⑥全ての工事書類は電子データで管理す
ることを明記

■業務の合理化、効率化を図る取り組みを進
めるため、令和６年３月マニュアルを改定。改
定の概要は以下のとおり

※必要な事項まで簡略化できない。

施工体制台帳・施工体系図を例に・・・・

マニュアルに明記されている工事書類
のうち、「作成不要」「添付不要」な工事
書類を周知徹底
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３－④【働き方改革】 ウィークリースタンスの徹底

掲載先；中国地方整備局HP
https://www.cgr.mlit.go.jp/consult/index.html

ウィークリースタンスの取り組み実施状況の確認

１． 工事・業務の受注者は、ウィークリースタンス実施報告Webアン
ケート（整備局HP）に入力した内容を印刷し、完了検査時に検査
職員に報告する。

２．検査職員は印刷された入力内容を確認

３．整備局技術管理課が取り組み状況を集計し、周知を行う。
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2024（R6)_ i-Construction編 全体概要

生産性向上（BIM/CIM活用拡大）生産性向上（ＩＣＴ施工の拡大） 働き方改革

令和４年度令和３年度

４６ 件３０ 件業 務

２７ 件１９ 件工 事

７３ 件４９ 件合 計

大規模構造物の予備・
全ての詳細設計

大規模構造物の

予備・詳細設計

BIM/CIM活用対象

業務・工事

＜取り組み状況＞ ＜取り組み状況＞ ＜取り組み状況＞

直轄工事におけるICT活用は一定の定着
が図れており、更なる活用の深化が必要。
地方自治体工事では引き続きICT活用の

普及拡大が必要。

＜R6年度の主な実施内容＞ ＜R6年度の主な実施内容＞

・中国Light ICT、インセンティブ付与
・ICT現場見学会、講習等による普及拡大
・施工管理効率化の検討
・中国インフラDXセンターを活用した人材育成
の充実

ダンプの位置情報から概算搬出入土量を リアルタイム積算
し、複数工事の情報を一元管理することで土配を見える化

施工管理効率化の取り組み（松江国道事務所）

R5年度より直轄土木業務・工事において
BIM/CIM原則適用。
BIM/CIM活用の取組み好事例を横展開

するなど、活用の高度化が必要。

・インセンティブ付与
・BIM/CIM サポート制度の整備
・フロントローディングの検討
・中国インフラDXセンターを活用した人材育成
の充実

令和４年度実績令和４年度目標種別内容

92%90%以上工事
平準化率

49%42%以下業務

100%100%以上工事
週休2日
達成率

＜R6年度の主な実施内容＞

・平準化率目標 (工事)９０％以上
（業務）４０％以下

・週休2日達成率目標 (工事)１００％
・フロントローディング活用拡大の検討
・書類簡素化推進（マニュアル・手引きの改訂）

BIM/CIMサポート制度（ヘルプデスク）の整備
（中国地方整備局ウェブサイトより）
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【魅力向上】 令和６年３月から適用する公共工事設計労務単価について

59

19,121 19,116 
18,584 

16,263 
15,871 

15,394 
14,754 

14,166 13,870 13,723 13,577 13,351 13,344 13,154 13,047 13,072 

15,175 

16,190 
16,678 

17,704 
18,078 

18,632 
19,392 

20,214 20,409 
21,084 

22,227 

23,600 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000
公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

H24比R06R05R04R03R02H31H30H29H28H27H26H25

+75.3%+5.9%→+5.2%→+2.5%→+1.2%→+2.5%→+3.3%→+2.8%→+3.4%→+4.9%→+4.2%→+7.1%→+15.1%全 職 種

+75.7%+6.2%→+5.0%→+3.0%→+1.0%→+2.3%→+3.7%→+2.8%→+2.6%→+6.7%→+3.1%→+6.9%→+15.3%主要12職種

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和2年以降は令和2年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。
注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

１２年連続の上昇

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映を実施

（円）



【魅力向上】 令和６年３月から適用する設計業務委託等技術者単価
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i-Construction 2.0 と インフラDX
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i-Construction 2.0 と インフラDX
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令和6年4月16日 PressRelease



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

中国地方整備局インフラDX推進計画
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中国地方整備局インフラ分野のＤＸ推進スタンス

適確に捉え

中国地方整備局インフラＤＸ推進計画（毎年度）

① 利用者目線で考える
② 分野を超え、制度見直しも視野
③ 関係者を巻き込む
④ 小さく始めて改善を繰り返す（先ずは、職員の業務改善から）
⑤ 失敗を恐れない

取
組
姿
勢

【５つの柱】
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1. 「中国ブロックにおける社会資本整備重点計画」の重点目標でもあるインフラ分野のＤＸを２０２２（R4）からスタート。
2. 社会情勢の変化、建設業界及び整備局職員のニーズを適確に捉え、急速に進展するデジタル技術を踏まえ、毎年度推進計

画を策定し各種施策を推進。
3. 推進計画に位置づける個別施策については、本部会議（本部長：局長）で点検、分析・評価、改善しつつ推進。
4. ＤＸの各取組は「５つの柱」に分類整理し、常にアウトカムを意識した、取組姿勢を基本に積極推進。

社会情勢の変化、建設業界、職員のニーズ
＋

進展するデジタル技術情報等



ＤＸ推進計画に基づく２０２３（Ｒ５）の取組

○ 中国地方整備局インフラDX推進計画に基づき、60の取組を現場や業務において実践。
○ このうち、SE部門におけるAIチャットボットを活用した問い合わせのDX化では、運用開始後から自己解決率

が約80%まで増加しており、問い合わせ対応の効率化に繋がっている。
○ また、インフラメンテナンスにおける新技術や３Dデータ等の活用の推進により、施設点検等の効率化や状態

把握の高度化が図られている。
○ 人材育成では、R5.7月に中国インフラDXセンターの暫定運用を開始。今後DX体験対象者のニーズ・課題を

収集しながら、カリキュラム・コンテンツの拡大・見直しを図っていく。
○ 一方で、未経験企業へのICT活用拡大や、BIM/CIMにおける３次元データの後段階への情報引継ぎなどの

課題に対して引き続き取り組んでいく必要がある。

65



職員（事務所）のインフラＤＸに係るニーズ

① 管理の高度化に係るニーズ（河川堤防の構造物・支障物の可視化、地下埋設占用物件のデータ化）
・・・河川維持管理の高度化・効率化に向けた3次元データの活用、道路基盤地図情報の取得・道路管理への活用

② AIを活用したダム操作支援・・・AIを活用したダム操作高度化

③ 業務におけるモバイル３D計測の活用・・・TEC-FORCE活動の効率化・高度化【新規】

④ 入札契約手続き資料作成作業の自動化・・・システムを活用した入札説明書作成の効率化【新規】

⑤ 人材育成研修等の充実・・・人材育成計画（研修）の構築、人材育成（中国インフラDXセンター）の環境整備

①②⑤：既存取組において、ニーズを踏まえ実現に向けて取組内容に反映
③④：取組内容を2024推進計画へ新規追加し検討
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中国地方整備局職員（事務所）のニーズを把握し、６８の取組のうち実現に向けた重点化や新たな取組の追加等
を継続的に検討



中国地方整備局インフラＤＸ推進計画２０２４の特徴

インフラDX推進計画2024は以下のポイントにより更新し、更なるDX推進を図る

○工種毎の効率化を図るためのICT活用から、工事全体の生産性向上を図るための「ＩＣＴ施工 StageⅡ」を目指す
○令和5年度から原則適用しているBIM/CIMの更なる活用による建設生産システムの効率化・高度化を目指す
○新たに８取組を追加（職員ニーズ2取組＋進展するデジタル技術6取組）し、６８の取組によりDX推進を図る

BIM/CIM活用による建設生産システムの効率化・高度

化

BIM/CIM活用による建設生産システムの効率化・高度

化
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

入札・契約の見直し
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【工事・業務関係】



【工事関連】 令和６年度の入札・契約見直し方針

70

見直し概要項目No.

令和6年度よりWTO基準額が８．１億円へ変更。WTO基準額の変更１

技術者の育成を目的としない女性を配置する場合においても総合評価で加点
されていたため、女性技術者の定義を定めて評価する。

女性技術者活用促進型２

段階選抜方式の1次審査においてカーボンニュートラルの取り組みと表彰実績
の評価を追加する。

段階選抜方式３



～H16 H17下半期～ H18 H19 H20

全国 WTO対象のみ
予定価格
3億円以上

予定価格
2億円以上

予定価格1億円以上
（水門設備工事については

原則すべて一般競争入札へ移行）

予定価格
0.6億円以上

中国地整 WTO対象のみ
予定価格
3億円以上

・下記を除く工事種別は原則実施
・一般土木　　0.6億円以上
・建築等   　　1億円以上
・機械設備（ｴﾚﾍﾞｰﾀ）　WTO案件

・下記を除く工事種別は原則実施
・一般土木等　　　　0.6億円以上
・電気設備（土木）等　1億円以上
・機械設備（ｴﾚﾍﾞｰﾀ）　WTO案件

原則実施

政府調達協定（ＷＴＯ）の対象基準額は令和６年度から８．１億円

WTO対象及び一般競争入札の拡大

■一般競争入札の対象工事

■政府調達協定の対象工事

見直し

71H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6H17

7.2億

6.6億

7.3億

6.0億

2億

1億
0.6億

7.4億

7.5億

5.8億

3億

7.2億

7.9億

6.9億

6.8億

8.1億

6.9億

6.8億

一般競争入札対象範

囲

一般競争入札拡大範囲

H17橋梁談

一般競争入札拡大範囲（中国地

H19水門談合 以降 水門設備は全て一般競争

予
定

価
格



＜評価の担保＞

■受注者の責により、配置されていないと判断された場合、女性技術者活用の加算点の満点に相当する点を工事成績評定から
減点する。
※審査基準日以降、病休、妊娠、産前・産後休業、育児休業、介護休業、死亡、退職等により配置出来なくなり、発注者が認めた場合を除く。

【多様な発注方式】

女性技術者活用促進型
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令和２年度から

◇建設業への女性技術者促進を図るため、現場配置で加点評価

＜対象工事＞（営繕工事を除く）

■技術提案評価型S型（ＷＴＯ対象工事を除く）
■施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型（チャレンジ型、企業能力評価型、地域防災担い手確保型を除く）

＜評価方法＞

■主任（監理）技術者、現場代理人又は担当技術者として女性技術者を配置する場合に、総合評価で加点。【1.0点】
※ 現場代理人、担当技術者として配置する場合、資格や同種実績の要件を求めない。

■女性技術者とは
・建設業法第７条第２号ハに示す資格を有している者または国土交通省省令で定める学科（高校、高専、大学）の卒業者。

■平成27年8月に、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が成立、また、平成27年4月に、「次
世代育成支援対策推進法」（時限立法）が令和7年度末まで延長されたところ。

■上記の社会的情勢も踏まえ、各産業において女性の進出・活躍が進んでいるが、建設業での女性進出は横ばい傾向であり、
他産業と比べ女性進出が進んでいない。

■令和２年度より、建設業界における担い手の確保ならびに女性技術者の現場への進出・活躍推進を図るため、女性技術者を
主任（監理）技術者、現場代理人、担当技術者のいずれかに配置する場合、総合評価において加点評価する。

■令和５年度より、若手技術者育成型の拡大のとあわせて、原則評価項目として設定する。
■令和6年度より、女性技術者の定義を定め評価する。

見直し
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新規
【発注方式の試行】

段階選抜方式（カーボンニュートラルの評価項目を追加）

◇カーボンニュートラルの実現に向けてカーボンニュートラルに資する取組みを評価

＜評価方法＞

①SBT 認定取得企業を評価

②燃費性能に優れた建設機械 を工事現場で使用する場合に評価

（加点内容）
・技術提案評価型（WTO対象工事（段階選抜方式））において①又は②のいずれかで１点。

※

※燃費性能に優れた建設機械
「低炭素型建設機械認定制度」、「燃費基準達成建設機械認定制度」に適合する建設機械

※SBT
パリ協定と整合性のある温室効果ガス排出削減目標を立てていることを示す国際認証

※

■２０５０年のカーボンニュートラルに向けて、政府全体で様々な取組が進められているところであり、脱炭素社会
を目指す中で、インフラ分野の役割も大きく、「カーボンニュートラルに関する取り組み」を評価する。

■令和６年４月より入札公告を行う工事から、総合評価において加点を行う。

＜対象工事＞

■技術提案評価型（WTO対象工事（段階選抜方式））



■受賞実績対象
○優良工事施工団体表彰
○安全管理優良請負者表彰
○国土技術開発賞

技術開発者に対する研究開発意欲の高揚並びに建設水準の向上を図ることを目的として、建設産業に
関わる優れた新技術を表彰（国土交通大臣表彰）するもの

■令和６年４月より入札公告を行う工事から、総合評価において加点を行う。
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◇段階選抜方式において受賞実績を評価

新規

＜評価方法＞

過去2年間における優良工事施工団体表彰、安全管理優良請負者表彰、国土技術開発賞（最優秀賞、優秀賞、
特別賞）の表彰実績を評価する。

（加点内容）
技術提案評価型（WTO対象工事（段階選抜方式））において、優良工事施工団体表彰、安全管理優良請負者
表彰、国土技術開発賞（最優秀賞、優秀賞、特別賞） のいずれかの表彰実績で１点。

【発注方式の試行】

段階選抜方式（表彰実績の評価項目を追加）

※

※

＜対象工事＞

■技術提案評価型（WTO対象工事（段階選抜方式））



継続 変更 新規

入札契約方式（発注方式の選定） ○

ＷＴＯ基準額 ○

海外業務実績の技術者評価 ○

業務成績の評価 ○

設計共同体の取扱い ○

低入札者対策 ○

工事の設計サポート（建設コンサルタント）登録制度 ○

民間資格の登録制度（国土交通省登録資格） ○

若手技術者の育成支援制度（管理補助技術者の配置） ○

手持ち業務量の制限（部分引渡し） ○

手持ち業務量の制限（当該年度完了業務） ○

女性技術者の活躍推進 ○

一括審査方式 ○

加算点通知の試行（追加参考資料の提出） ○

賃上げ実施表明企業の評価 ○

地域要件の設定 ○

業務チャレンジ型の試行 ○

地域企業参加型ＪＶの評価 ○

地方自治体業務成績の評価 ○

中国インフラDX表彰の評価 ○

Ｒ６対応

担い手確保

区　　分 取　　組　　項　　目

競争性確保

品質確保

働き方改革

主な取組と令和６年度の対応

【業務関連】 入札・契約方針見直し内容
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ＷＴＯ基準額の変更（ＳＤＲ邦貨換算レートの更新）

■ 政府調達自主的措置における基準額の邦貨換算額に基づくWTO基準額の変更
◇令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に締結される調達契約の適用額が、令和６年１月２５日に

財務省告示第24号で告示された。
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管理補助技術者※

（担当技術者）

若手技術者

（45歳以下）

若手技術者育成支援制度の試行 【変更】

対象：総合評価落札方式
（標準型、簡易型）

・若手の育成

・品質の確保

制度の概要

※ 管理補助技術者の配置は任意
「測量」、「地質」は、管理補助技術者
を主任補助技術者とする。

• 若手技術者育成支援の観点から、予定管理技術者として経験の少ない若手技術者（45歳以下）を配置する場合、管
理技術者としての豊富な経験、実績を有する技術者を補助者として配置できる試行を行っている。（平成26年度よ
り試行開始）

• さらに、令和5年度からは、予定管理技術者として40歳以下の若手技術者を配置する場合は、入札手続における指名
段階(技術提案書の提出者を指名するための評価)で２点、入札段階で１点の加点評価を行っている。

• 以上のことについて、これまでは、総合評価落札方式（標準型、簡易型）及びプロポーザル方式を対象業務として試
行してきたが、業務の特性上、比較的難易度が高く高度な検討を行うプロポーザル方式においては、豊富な経験、実
績を有する技術者を管理技術者として配置することが重要である。

• このため、令和6年度より、総合評価落札方式（標準型、簡易型）による業務を試行対象とする。

※40歳以下の若手技術者を管理技術者
に配置する場合は、加点評価する。（補
助者を配置した場合でも、管理技術者が
若手技術者であれば加点）

例：特定・入札段階における管理技術者の配点

【R6年度から】

（要件等）
• 管理技術者、管理補助技術者とも管理技術者に必要な資格要件（技術者資格、同種・類似業務実績、手持ち業務量等）を全て有する者とし、管理補

助技術者は担当技術者として配置が必要。
• 入札手続きにおける技術者の評価は、管理補助技術者で評価する。

• 技術提案書のヒアリングは、管理技術者が説明を行い、管理補助技術者は説明・回答の補助が可能。

配点 配点
技術者資格 3 4
同種・類似業務実績 7 10

平均技術者評定点 12 12

業務表彰 2 2
CPD取得状況 1 1

25 29

45歳以下 － 0
40歳以下 － 1

25 30

計

若手技術者の
配置
合計

プロポーザル
方式

総合評価落札

方式（簡易型）

評価項目

資格・実績等

成績・表彰
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平成29年10月より

【一括審査方式の適用条件】 ①～⑤全ての条件を満たすこと。

①支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官が同一である業務
②業務の目的・内容、技術評価の項目が同一の業務
③業務規模（金額）が同程度で多数の参加希望者が見込まれる業務
④入札公告、参加表明書及び技術提案書の提出、入札、開札のそれぞれを同一日とする業務
⑤総合評価落札方式（１：１）で発注する業務
当面、各種点検業務、工事対応業務及び地質業務を対象としていたが、他の業務でも上記条件①～⑤に
該当する業務があるため、業務種類による制限を撤廃する。

【一括審査方式の内容】

①複数の業務に参加を希望する場合は、2件目以降について、｢参加表明書（表紙） 」のみ提出し、
それ以外の様式の提出を省略する。技術提案書に関しても同様。
2件目以降で省略しなかった「参加表明書」「技術提案書」は、無効とする場合がある。

②公示及び入札説明書の配布は、各業務ごとに行う。
③入札参加者は、参加を希望する業務ごとに、「参加表明書（表紙）」、 「技術提案書（表紙）」、 入札

を必要とする。
④開札する順番（開札時刻）、落札決定の順番を入札説明書に明示する。
⑤落札決定を受けた者は、それ以降は入札無効とする。

【目的】

同一内容の業務を同時期に発注せざるをえない場合、同じ手続き資料により一括して審査を
行うことで、受発注者双方の負担の軽減を図る。

業務の一括審査方式の試行について 【変更】
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中国インフラDX表彰の評価 【新規】

中国地方の公共工事発注機関（国・特殊法人・地方公共団体）が発注した建設工事・業務におい

て、インフラ分野のDXに係る優れた取り組みを行った企業・団体を表彰し、建設業者等相互の啓

発を図ること等により、インフラDXに係る取組を推進することを目的に中国インフラDX表彰を実

施している。

中国インフラDX表彰を評価対象とすることで、さらなるインフラDXに係る取組の推進を目指す。

【評価方法】
○評価方法【企業】

平成○年度から令和○年度末までに完了した業務のうち、中国地方整備局発注【過去２年】の○○【土木関係建設コンサルタン

ト業務／測量業務／地質調査業務／補償関係建設コンサルタント業務】の優良業務表彰（局長表彰、事務所長表彰又は部長表

彰）又は中国地方整備局発注業務に対する令和●年●月●日（←審査基準日を含め２年前を記載）以降の中国インフラDX表彰

（中国i-Construction表彰を含む）の経験の有無。

① 局長表彰又は中国インフラDX表彰の実績がある

② 事務所長表彰又は部長表彰の実績がある

③ ①②の実績がない

○評価方法【技術者】

中国インフラDX表彰については、企業のみが表彰対象のため、技術者の評価項目に変更は無し。
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